別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：教育総務費　目：教育指導費
	事業名:学校評価推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　教育委員会　学校支援課　総合支援担当　電話番号：058-272-1111（内3548）

　　　　E-mail：c17782@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,000千円（前年度予算額：2,000千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　高等学校・特別支援学校における自己評価及び学校関係者評価などの学校評価について調査研究を行い、その充実・改善を図る。
　実践校は、文部科学省が指定する研究主題に関し研究を実践する。

　　　研究主題：学校評価・情報提供の充実・改善のための実践研究
	２　所要経費


　　　　　　　事業費2,000千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり

３　将来の夢や目標の持てる子どもを育てる
将来に夢や目標の持てない児童生徒の割合の高さが課題となる中で、基礎的な知識の習得と同時に、知識・技能の活用力を育成し、個性と能力を伸ばす取組を進め、自ら考え行動する力を育てる。

	２　これまでの取組状況


県立高校１校が平成２０年度、２１年度の２年間にわたり「学校評価・情報提供の充実・改善等のための実践研究」事業の指定を受け、学校評価制度（自己評価・学校関係者評価）を活用した学校運営の在り方の研究に取り組んだ。
	３　これまでの取組に対する評価


・「地元」の概念の見直しと情報発信対象地域等の検討
情報提供地域をこれまでの地元市から通学区域全体に広げることにより、学校に対しより関心が高まり、地域と密着した学校づくりが可能となった。
・学校新聞の充実

中日新聞元整理記者による広報誌づくりの研修会を行うことにより、掲載内容もこれまで以上にインパクトのあるものになり、保護者をはじめ地域から好評を得るようになった。
・学校ホームページの充実

２日に１回の割合で更新するなどリアルタイムで生徒の姿を発信することにより、保護者をはじめ地域から学校をより身近に感じてもらえるようになった。
・学校関係者評価委員会の実施

学校の方向性が曖昧であるなど課題が明確となり、充実した情報提供に限らず授業改善による学校マネジメントの必要性などが認識された。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	2,000
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,000
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


